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（2022 年 10 月６日付公表）再発防止策の実施状況に関するお知らせ 

 

当社は、当社代表取締役個人が取締役会の承認を受けずに当社を連帯保証人とする金銭消費貸借契約書

を締結していたことが判明した件（以下、本件事案）という。）を受けて、2022年10月６日付「再発防止策

に関するお知らせ」（以下、「本再発防止策」という。）を公表いたしました。本再発防止策の実施開始以降、11

月末日までの実施状況について、2022年12月22日開催の取締役会において監査役会より報告を受けましたので

下記のとおりお知らせいたします。 

株主・投資家の皆様をはじめ、市場関係者及び取引先の皆様に、多大なご迷惑とご心配をおかけいたしてお

りますことを、心よりお詫び申し上げますとともに、役職員一同、コンプライアンス・ガバナンスの徹底に取

り組み、早期の信頼回復に最善をつくしてまいります。何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。 

記 

 

再発防止策の実施状況 

 

再発防止策 背景・実施状況 実施時期 

（１）コンプライアンス意識の徹

底 

代表取締役自ら、コンプライアンス遵守が経営

の最重要課題であることを再度明確し、自身の戒

めをメッセージ発信すべく、当社第２四半期決算

説明動画（当社 YouTubeチャンネル）にて、代表

取締役自身が法令遵守・コンプライアンス向上及

び維持の確約についてのメッセージを株主及び

ステークホルダーの皆様に向け発信しておりま

す。 

今後も半年毎に決算説明動画（当社 YouTubeチ

ャンネル）にて代表取締役から、コンプライアン

スにおける改善状況についてご報告させていた

だきます。 

 

実施 

（2022 年８月 12 日

配信） 

次回配信 

（2023 年２月 16 日

予定） 
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 当社グループの全従業員に向け、代表取締役自

身がコンプライアンス重視する旨（代表取締役個

人におけるコンプライアンス欠如故に発生した

事案について謝罪するとともに、法令・定款・社

内規程に遵守していく旨について）のメッセージ

を発信いたしました。当該のメッセージは、グル

ープ全社員が参加し、事業進捗等の報告を目的と

する全社会（月１回開催）にて発信しております。 

今後開催される全社会において、毎回、当社の

掲げる最重要課題として、当社グループ全役職員

に向けてコンプライアンス・ガバナンスの重要性

について発信してまいります。 

 

実施 

（2022年８月５日） 

（１）－２取締役・監査役に対す

るコンプライアンス意識の改革 

当社取締役・監査役のコンプライアンス意識の

向上のためコンプライアンス研修を実施してお

ります。定時取締役会後を研修日と定め月次で実

施することとし、下記の内容における研修を実施

しております。 

 

2022年 

10月 21日実施 

「９月 12 日設置 社内調査委員会による調査及

び事案のおさらい」 

11月 22日実施 

「親会社による子会社管理の在り方について」 

 

毎月１回、定時取締

役会後に実施 

（２）印章管理体制の強化 当社はこれまで印章利用時には、押印を必要と

する文書及び押印依頼申請書を印章管理者へ提

出する社内手続きを当社印章管理規定に定義し

ていたものの、その社内手続きが遵守されず、印

章管理者へ口頭での申請のみで印章使用されて

いることが多く、実態として押印可否の判断は印

章管理者に委ねるものとなっておりました。 

また、印章が営業時間外は金庫で保管されてい

たものの、営業時間内は代表取締役が単独の持出

しが可能な管理体制となっており、その管理体制

の甘さから今回の代表取締役が個人用途で使用

した不正事案につながる原因になっておりまし

た。 

印章利用における社内手続きを厳格化し、印章

管理体制の強化として管理者を２名（取締役、常

勤監査役）とし、印章利用方法については下記の

とおりとしております。 

毎月１回（月末）実

施 
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・使用時以外は常時金庫にて管理 

・利用時は押印事由・社内手続の決裁状況を確認

し、印章押印申請が行われている書類のみに対応 

・押印状況は随時監査役が印章押印申請をモニタ

リング 

・取引等によって持ち出しが必要の場合は所定の

印章持出申請を行うと共に管理者２名のどちら

かが同伴。 

 

保管及び持出しについては適切な社内手続き

がなされ運用がなされていることを確認してお

ります。また、押印状況については、毎月１回全

ての社内手続きを常勤監査役がモニタリングを

実施しており、適切な運用がなされていることを

確認しております。 

 

（３）相互監視機能の強化 稟議起案者と決裁者が同一人物であるケース

や、稟議手続を完了する前に契約締結や送金を行

い、事後に稟議を行う（事後稟議）が相当数あっ

たことを改善するため、稟議手続きの厳格化、円

滑な情報共有と相互監督機能の強化を目的に、軽

微な内容を含めて全ての電子稟議フロー（書面稟

議書等の使用はありません。）において社外取締

役が事前に確認を行える業務フローに変更いた

しました。 

 本再発防止策実施開始以降、稟議申請は社外取

締役（２名）のいずれかによって全件の事前確認

が行われ、適切に運用がなされていることを確認

しております。 

 

稟議申請都度実施 

（４）社内規程の運用状況のモニ

タリング強化 

意思決定における稟議フローに関しまして内

部監査室が子会社全社を含むモニタリングを月

１回実施しております。 

その結果、以下の通り当社および子会社で不備

が見受けられましたが常勤監査役より取締役会、

経営戦略会議、管理部会議にて報告の上で、問題

の生じた部門の担当者に対し管理本部管掌取締

役から是正指導を行なっております。 

 

2022年 10月 不備検出３件 

■事後申請 

1.当社稟議 コンサルティング業務委託契約締結

（新規契約） 

月１回（月末）実施 
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概要及び原因等：事実上コンサルティング業務が

開始されているなかで稟議申請され、承認日を遡

る日付で契約締結が承認された事案。担当者は稟

議手続きの必要性は認識しつつも、時間不足など

を理由に事前の申請が行えておりませんでした。

また、管理者による事前申請の徹底や承認者によ

る承認時の経緯等の確認なども十分には行われ

ておりませんでした。なお、契約書の押印手続き

については、稟議承認後に、必要な社内手続きを

経て押印がなされています。 

2.当社稟議 顧問契約締結（期間延長契約） 

概要及び原因等：契約期間延長のための交渉が長

引いたことで事前申請が行われていなかったと

ころ、期間満了直前に顧問契約が延長されること

となり、結果として既に顧問契約が延長されてい

るなかで事後的に稟議が申請され承認された事

案。なお、契約書の押印手続きについては、稟議

承認後に、必要な社内手続きを経て押印がなされ

ています。 

■事後承認 

子会社ピクセルエステート稟議 出張申請 

概要及び原因等：稟議申請日が直前であり承認が

間に合わなかったため。 

 

2022年 11月 不備検出２件 

■事後申請 

当社稟議 タクシー利用申請 

概要及び原因等：稟議手続きが必要にもかかわら

ず担当者が認識していなかったため。 

■事後承認 

子会社ピクセルエステート稟議 出張申請 

概要及び原因等：稟議申請日が直前であり承認が

間に合わなかったため。 

 

（５）企業風土の改革と権限集中

の解消 

コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、代

表取締役への権限集中の解消を目指すとともに、

取締役会の有効性を高めるため、上程する議案に

ついての事前審議の場として取締役会審議会を

新設いたしました。これまでに６回開催され、取

締役会に上程された全ての議案は当該審議会の

事前審議がされており、資料の早期提出、取締役

会における活発な議論に繋がっております。 

今後も継続的に取締役会審議会において事前

適宜開催 
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に審議を行うことでスピード重視ではない企業

風土の改革を進め、牽制機能が働き権限集中の解

消を図ります。 

 

取締役会審議会開催日 

2022年 

10月 11日、16日、18日、19日 

11月 17日、25日 

 

（６）再発防止策の実行性の担保 監査役会が月次で再発防止策の進捗モニタリ

ングを実施し、その結果を定時取締役会へ報告し

ております。 

また、不備が検出された場合には、監査役会か

らの改善指導を受けた取締役会が都度、再発防止

策の見直しを図ることとしております。今回稟議

申請に関する不備が生じていた件に関しまして

は、印章押印が不正な手続きによって行われるこ

とはなかったものの、稟議申請が遅れていたも

の、稟議申請はされていたが承認が遅れていたも

のが発生しており、取締役会から担当者に対し是

正勧告を行っております。 

なお、監査役会が実施する再発防止策について

は取締役会にて進捗モニタリングを実施してお

ります。 

モニタリングの結果及び実効性評価は以下の

通りです。 

 

取締役会が実施している本再発防止策の実効性

について監査役会の評価 

 監査役会が再発防止策のモニタリングを行っ

た結果、稟議申請の不備が検出されましたが、取

締役会、経営戦略会議、管理部会議で報告のうえ

で、管理部管掌取締役より担当部署に指導を行

い、稟議申請部門においては、必ず事前に申請し、

稟議受付部門においては契約日が申請前になっ

ているものは受付を行わないように是正する旨

を確認いたしまし、今後同様の事案を発生させた

場合は始末書により報告するよう義務付けまし

た。今後も是正状況については継続してモニタリ

ングを行ってまいります。 

一部問題点があったものの是正処置を行う旨

を確認したこと、その他再発防止策が適切に運用

されていることを確認し、類似事案及び法令定

 



6 

 

款、コンプライアンス違反のある事案が発生して

いないことから本再発防止策が有効であると判

断いたします。なお、監査役会が実施している再

発防止策については取締役会にて評価を行うこ

ととしております。評価結果は以下のとおりで

す。 

 

監査役会が実施している本再発防止策モニタリ

ングについての取締役会の評価 

 監査役会が実施するモニタリングなどの再発

防止策がいずれも適宜適切に行われていること

を取締役会が確認しており、監査役会が担う再発

防止策は有効に機能していると評価しておりま

す。 

 

 

以上 


